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（１）遺留分を受けられる人 配偶者、直系卑属(子など)、直系尊属(父母など) 

（２）遺留分が受けられない人 兄弟姉妹 

（３）遺留分の割合 相 続 人 遺 留 分 の 割 合 

直系尊属のみが相続人である場合 被相続人の財産の1/3 

上記以外の相続人の場合 被相続人の財産の1/2 

被相続人の兄弟姉妹 なし 

（４）遺留分減殺請求権の時効 

遺言で財産を受け取ることができなかった法定相続人(兄弟姉妹は除く)は、相続財
産の一定割合を受ける権利があります。 
これを遺留分といいます。 
法定相続人の生活を守るために設けられた制度で遺言といえども限界があります。 

遺留分を侵害されていることを知った日から１年以内 
または、相続開始から10年 

遺留分とは 
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議決権行使信託 

委託者兼 
受益者 

父 

Ａ社 
代表者 
長男 

二次受益者 
長男 

受託者 
長男または 

一般社団法人 

指図権者 
父 

株式信託契約 
① 

② 
信託開始通知 

⑥ 
配当等 

④ 
贈与・配当 

議決権行使 
⑤ 

③ 
指図 

株主は父から長男に移るが、当面の問題は、父が受託者の長男または
一般社団法人に対し、議決権行使に関する指図をする。 
父が認知症あるいは指図をしなければ、受託者が議決権を行使する。 
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平成５年 父が子供名義で同族会社の増資を実行 
 ＠1,000円×8,000株＝8,000,000円 

平成６年春 平成5年分の贈与税申告期限到来するが無申告 

平成21年冬 相続が発生 ＠30,000円で評価 

＠30,000円×無償増資分込10,000株＝3億円 
を名義株式および配当金振込口座も名義預金と
して修正申告すべきと指摘あり！ 

調査 

具体的な出資時・増資時の手続き 

① 株主・出資者となる人に資金がない場合はその人に資金を贈与 
② ①の贈与につき証拠を残し、贈与税の申告も行う 
③ その資金を基にその人名義で株主・出資者となる手続きを行う 

とても恐ろしい名義株式 
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生前贈与の種類  

歴 年 贈 与 相続時精算課税 

贈与する人 誰からでもＯＫ ６０歳以上の親 

受ける人 誰でもＯＫ ２０歳以上の子・孫 

贈
与
税 

非課税枠 
贈与を受ける人ごとに 

年間１１０万円 

贈与をする人ごとに相続開始まで 

原則２,５００万円 

計  算 
（贈与額－１１０万円）×累進税率 

(直系尊属から２０歳以上の子・孫への贈与について
は優遇) 

（贈与額－２,５００万円）×２０％ 一律税率 

計算期間 １月１日から１２月３１日 贈与をした年から相続開始まで 

申  告 
① 非課税枠内は申告不要 

② 居住用財産の配偶者控除と非課税枠を超えた場
合、翌年の２月１日から３月１５日までに申告必要 

制度を選択する場合は、非課税枠内でも贈与を受け
た年の翌年の２月１日から３月１５日までに申告必要 

相
続
税 

計  算 
相続開始前３年以内の贈与は加算（配偶者控除は除
く） 

この制度で贈与したすべての財産は相続時に加算 

評  価 贈与時の価額で評価され、上記の加算がされる 

控  除 贈与税額控除がある 

還  付 なし あり 

メリット 
① 相続財産を減らすため節税になる 

② 長期間にわたり贈与し続ければ節税効果は大きく
なる 

① 一度に多額の資産を移転 

② 価額を固定化し、将来の価額上昇の影響を除外 

デメリット 
① 短期間で多額の贈与はできない 

（納税負担が重い） 

② 贈与の客観的証拠を残すことが煩雑 

① 歴年贈与が適用できなくなる 

② 贈与時の価額から下落すると下落分が余分な納
税負担となり問題 

21 



22 



23 



24 



25 



26 



27 



28 



29 



30 

株式引下げ ＝ 経営の承継 ＝ 事業承継のタイミング 

相続時精算 

課税制度 
歴年贈与 贈与税の納税猶予 持株会社 親子間 

生前贈与 売  買 

株価引下げ対策後 

資金不要 相続税評価額 

 

資金必要 

株→金融資産 

小会社方式 

時価純資産非控除 

資金必要 

株→金融資産 

黄金株 
(拒否権付
種類株式) 

1株だけ社長が黄金株式として持ち、残りをすべて後継者に渡して、経営
能力に不安のある後継者のチェック 
後継者の判断ミスを犯しそうな場合には、株主総会の決議を反映する 

属人的 
種類株式 

株数の多さではなく、株主名で議決権のすべてを有することができる 
1株しか持っていなくても全議決権を有することができる 
家元制 

議決権 
行使信託 

信託により株式を財産権と経営権とに分けて、財産権を後継者に譲渡ま
たは贈与し、経営権はオーナーに残して議決権の行使を行う 
行為能力がなくなった場合には、議決権行使の指図は後継者が指図する 

資金不要 
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自社株評価 

買主 
売主 

個   人 法   人 

個   人 相続税評価額 
所基通59-6 
時価純資産非控除型 
小会社方式 

法   人 
法基通9-1-14 
時価純資産非控除型 
小会社方式 

法基通9-1-14 
時価純資産非控除型 
小会社方式 

小会社方式 
＝ 時価純資産非控除方式 × 0.5 ＋ 類似業種比率方式 × 0.5 



株価引き下げ対策①  

非上場株式の評価の原則的方法 

大会社 

中会社 

小会社 

・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

類似業種比準価額(類似) 

純資産価額(純資) 
少ない方を選択可 

類似 × Ｌ  ＋ 純資 × (１－Ｌ) 

一般に類似業種比準価額 ＜ 純資産価額 … 前者が有利 

Ｌの割合(大：0.9 中：0.75 小：0.6) 
大・中・小は、中会社の中での規模区分 

算式の｢類似｣を｢純資｣に 
置き換えた計算を選択可 

純資 

類似 × 0.5 ＋ 純資 × 0.5 
少ない方を選択可 
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株価引き下げ対策②  

非上場株式の原則的評価方式 ・・・ 大別して２つ 
原則的評価方式には、類似業種比準方式と純資産価額方式がある 

類似業種比準方式 

純資産価額方式 

１株当りの類似業種比準価額 ＝ 

類似業種の平均株価 ×                                    × 斟酌率 
配当比準値 ＋ 利益比準値 ＋ 純資産(相評)比準値 

３ 

※ 斟酌率 ・・・ 大会社0.7 中会社0.6 小会社0.5 

いずれも会計ベースではなく、法人税法の所得金額ないし純資産額による 

｢類似業種比準株価｣は、事業の種類が同一または類似する複数の上場会社の株価の平均値 
各｢比準値｣は、各項目における 《 １株当りの対象会社の数値 ／ 当該複数の上場企業の数値の平均値 》 

１株当りの純資産価額 ＝ 
純資産(相続税評価額) ＋ [ 含み益 × (１－37％) ] 

発行済株式数 

※1 相続税評価額と帳簿価額による純資産価額の差額の３７％相当額(H28.4.1以後の相続・贈与に適用) 
マイナスの場合は｢０｣ 

※1 
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類似業種比準方式  

項 目 ポ イ ン ト 検  討  項  目 

配当 
配当は原則と
して、しない 

普通配当ではなく、記念配当のみ 

ただし、配当ゼロかつ利益ゼロまたはマイナスの会社であ
る場合には、少額配当を行い、比準要素１の会社の適用を
避ける 

利益 
税法上の所得
金額をいかに
下げるか 

① 実態貸借対照表の見直し 
② 生前役員退職 
③ オペレーティングリースの利用 
④ 役員報酬の増額(後継者) 
⑤ 後継者の会社に高収益部門・収益物件を譲渡 
⑥ 損金性の高い生命保険を活用 
⑦ 不良債権の償却 
⑧ 含み損のある土地・ゴルフ会員権等の売却 
⑨ 短期前払費用の活用 
⑩ リフォーム・改修工事 

純資産 
税法上の利益
積立金額をい
かに下げるか 

① 実態貸借対照表の見直し 

② 利益(所得)を小さくすれば純資産も減少 
③ 借入金で賃貸不動産を購入し、純資産価額を下げる 
④ 貸付金を退職金・不動産と相殺 
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純資産の見直し  

資  産 ポ イ ン ト 負  債 ポ イ ン ト 

売掛金 不良債権の整理 未払費用 
未払給料・社会保険料・未払利
息・固定資産税の毎期計上 

商品 滞留商品の廃棄・売却 役員借入金 
債権贈与・債務の株式化(DES) 
債務免除益 

仮払金 費用性についての整理 

有形固定資産 

正規の償却 

遊休資産について除却・
廃棄 

土地 含み損があれば損出し 

子会社株式 債務超過であれば清算 

長期貸付金 
回収可能性の検討 

役員退職金と相殺 

ゴルフ会員権 含み損があれば損出し 

繰延資産 早期償却 

実態貸借対照表 
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DESによる相続対策  

1. DES(債務の株式化)とは？ 
 DESとは、役員借入金・未払金という債務を資本金に振り替える処理を言う 

 ポイント 

 ● 会社に対する貸付金は、相続財産として相続税の課税対象 
 ● 貸付金は額面通りに評価されるため、相続税の負担が重い 

2. DESによる効果 
 DESを実行することにより、相続税を圧縮することが可能になる 

 [実行前] 債権(貸付金)として評価 → [実行後] 株式(資本)として評価 
 (例)  貸付債権 1億円 (例)  株式評価 5,500万円 
  × 相続税率 30％  × 相続税率 30％ 
   相続税 3,000万円   相続税 1,650万円 

  相続税 1,350万円圧縮 

 ● 貸付金から資本への振替額が大きいほど 
 ● 相続税が高いほど 圧縮効果 UP!! 



3. DESの注意点 
① 債務超過会社は不向き 

債務免除益が法人に発生するため、法人に繰越欠損金がない場合、 
多額の法人税等がかかる 

  [対策] ： 疑似DESの余地はあり 

② 資本金を1億円以下に抑える 
[理由] ： 中小企業の税務上の優遇措置を確保するため 

③ 法人住民税の均等割(年1回必ず課税される税金)が上昇する 
(例)兵庫県／尼崎市の場合 

 

 

 

 

④ 他の株主がいる場合、贈与税の問題が起きる可能性がある 
→ 他の株主が所有する株式の価値が上昇する場合に、みなし贈与が
発生する 

⑤ 増資に伴う登記費用がかかる 
● 登録免許税 資本金増加額×7/1000 
● 司法書士費用 
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資本金等の額 
兵庫県 

(法人県民税) 

尼崎市(法人市民税) 

50人以下 50人超 

1千万円以下 年額 22,000円 年額 60,000円 年額 144,000円 

1千万円超1億円以下 年額 55,000円 年額 156,000円 年額 180,000円 

1億円超10億円以下 年額 143,000円 年額 192,000円 年額 480,000円 
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分割対策のポイント  

項   目 ポ イ ン ト 内            容 

遺言書 
公正証書遺言書をおす
すめ 

内容実現の確実性・迅速性 

遺言能力による無効の恐れが低い 

家庭裁判所の検認手続が不要 

遺留分 
子供は法定相続分の 

１／２ 

最低限、相続人の生活保障のために守られる 

兄弟姉妹には遺留分がない 

遺留分を侵害されていることを知った日から１年以内 

遺留分
の民法
の特例 
(経営承継 

円滑化法) 

除外合意 
生前贈与株式を遺留分
の算定基礎から除外 ① 相続人全員の同意 

② 経済産業大臣の確認 

③ 家庭裁判所の許可 固定合意 
合意時の価額で遺留分
を計算 

養子縁組 

相続税法上の人数制限 

実子がいる場合は１人 

実子がいない場合は２人 

民法上の制限はない 

基礎控除＋累進税率の緩和 

遺留分の割合が減少 

死亡保険金・死亡退職金の非課税枠が広がる 

孫が相続人となり、一世代とばせる(ただし２割加算) 

生命保険金 受取人固有の財産 民法上の相続財産ではないので、遺産分割の対象に
ならない 

遺留分の対象とならない 

非課税枠が適用 

代償金として利用できる 

死亡退職金 

功績倍率法 

最終報酬月額×役員在
籍年数×功績倍率 
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平櫛田中(ひらくしでんちゅう)(岡山県井原市)の名言集 


